（小規模企業者等用）

　 eq \o\ad(設備資金借入申込書,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
　 （設備導入等促進診断申込書）
申込日　　平成　　年　　月　　日

財団法人　三重県産業支援センター　御中
平成　　年度設備資金貸付を希望しますので、関係書類を添えて申し込みます。

	
	  利用実績

  (有は償還中)
	 資金貸付(近代化資金)
	  有・無
	

	
	
	  eq \o\ad(割賦設備,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	  有・無
	

	
	
	  eq \o\ad(リース設備,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	  有・無
	


該当項目に○印をつけて下さい。


	

	  所在地
	 〒       －
	 業種・部門
	
	

	
	 ふりがな

 事業所名
	
	
	
	

	
	ふりがな

代表者名
	                                          印
	資 本 金

または元入金
	千円
	

	
	 担当者名
	
	創 業 年 月
	 明・大
 昭・平        年       月
	

	
	TEL（     ）     ―           FAX（     ）     ―
	
	
	

	
	
	設 立 年 月
	明・大
 昭・平        年       月
	

	
	 申込設備

設置場所
	 〒　　 　－　　　 　 TEL (　　　)　　　－
	
	
	

	
	
	
	従業員数
	役員
	正社員
	パート
	計
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


	
	                            　添　　　付　　　書　　　類
	確認
	

	
	 ①　対象（申込）設備の見積書（写）
	□
	

	
	 ②　対象設備の契約書または注文請書の写（契約済の場合）
	□
	

	
	 ③　納品書の写（納入済の場合）
	□
	

	
	 ④　設備購入代金の領収書の写（支払済または手形振出の場合）
	□
	

	
	 ⑤　対象設備のカタログまたは設計図、仕様書
	□
	

	
	 ⑥　事業税の納税証明書（県税事務所で発行のもの）
	□
	

	
	 ⑦　申込書提出日直前の月末における預金、借入金、割引手形の残高証明書及び借入金支払明細書
	□
	

	
	 ⑧　提供できる不動産担保の登記簿謄本（不動産担保が必要な場合）
	□
	

	
	 ⑨　連帯保証人の固定資産評価証明書及び所得証明書
	□
	

	
	 ⑩　最近２期分の決算書（内訳明細書及び償却資産明細書を含む）、特認企業のみ３期分【原本証明要】
	□
	


※ 支払完了後、当財団が完了検査に伺います。その他に国の会計検査院も実地検査に伺うことがあります。

１．申込設備の内容                                                             （単位：千円）

	
	設　備　名
	製造者名

型式・能力
	数量
	単価
	金　額
	購入先
	設置予定

時期
	区　分
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	新・更・増
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	新・更・増
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	新・更・増
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	新・更・増
	


２．申込設備以外の設備計画                                                     （単位：千円）

	
	設　備　名
	型式・能力
	金　額
	製造業者名
	資金調達方法
	

	
	
	
	
	
	
	


３．資金調達計画                                                              （単位：千円）

	
	項    目
	設　備　の　内　訳
	計

(A)＋(B)
	

	
	
	 eq \o\ad(申込設備,　　　　　　　　　　　)(A)
	その他の設備(B)
	
	

	
	 資

 金

 調

 達

 計

 画
	借 入 希 望 額
	
	
	
	

	
	
	 金融機関（　　　　　）
	
	
	
	

	
	
	 その他（            ）
	
	
	
	

	
	
	           計
	
	
	
	


４．申込設備導入の目的及び効果

	
	 目

 的
	 １．創業

 ２．経営基盤の強化

 　　①　生産量の増大　　　　　②　作業能力の向上　　　　　③　品質精度の向上

 　　④　新規受注　　　　　　　⑤　新規事業　　　　　　　　⑥　その他(　　　　　　　　　)
	

	
	 効

 果
	 申請設備導入による付加価値(営業利益＋人件費＋減価償却費)または従業員１人当たりの付加価値額の向上見込
	

	
	
	 ・従業員数２０人以下(商業・サービス業は５人以下)の場合

 　　　　①　３年間で６％以上　　　②　４年間で８％以上　　　③　５年間で１０％以上

 ・従業員数２１～５０人以下(商業・サービス業は６～５０人以下)の場合

 　　　　①　３年間で９％以上　　　②　４年間で１２％以上　　③　５年間で１５％以上
	


５．設備導入による投資効果                                                      （単位：千円）

	
	区  分
	金  額
	計  算  根  拠
	

	
	
	
	
	

	
	売上高の増加（年間）
	
	（          ）千円／月×１２（製品名等：          ）
	

	
	経費の増加
	材  料  費
	
	（          ）千円／月×１２  
	

	
	
	労  務  費
	
	（          ）千円／月×１２（人員等：            ）
	

	
	
	そ  の  他
	
	（          ）千円／月×１２（費用項目：          ）
	


６．主要取引（受注）先

	
	取引先名
	生産(販売)品加工内容
	依存度
	取引年数
	

	
	
	
	
	年
	

	
	
	
	
	年
	

	
	
	
	
	年
	

	
	
	
	
	年
	

	
	その他の企業
	
	
	年
	

	
	合　計（　　　）社
	
	１００　％
	
	


７．現有設備の所有状況

	
	設    備    名
	台 数
	型式・能力
	製 造 者 名
	経  過  年  数  別  台  数
	

	
	
	
	
	
	５年未満
	５～１０年
	１０年以上
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


８．企業の概要

	
	◎経営者の経歴
	

	
	   Ｍ・Ｔ・Ｓ           年　　　　月　　　　日生（　　　才）
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	◎企業の経歴
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	◎事業内容（具体的に記入）
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


９．借入金                                                          平成　　年　　月　　日現在

	
	借      入      先
	借入残高

（千円）
	当初借入額

（千円）
	借入期間
	利  率

（％）
	毎月の返済額（千円）
	担保の種類
	保証協会の有無
	

	
	
	
	
	～
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	～
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	～
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	～
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	～
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	～
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	～
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	～
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	


(注) ①添付した残高証明書、借入金支払明細書と一致すること　②資金貸付、設備貸与分についても記入のこと
10．連帯保証人

	
	住       所

氏       名
	電    話
	職　　業

（年　齢）
	申 請 人

との関係
	年間所得
	資    産
	

	
	
	 (     )

      －
	 （満　　歳）
	
	千円

         
	          千円

 土地       ㎡

 建物       ㎡
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 (     )

      －
	 （満　　歳）
	
	         千円
	          千円

 土地       ㎡

 建物       ㎡
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 (     )

      －
	 （満　　歳）
	
	         千円
	          千円

 土地       ㎡

 建物       ㎡
	

	
	
	
	
	
	
	
	


11．所在地略図（設備導入診断・調査に伺いますので詳しく記入してください。）

12.当制度は何で知りましたか。

    ①　利用実績あり       ②　商工会議所・商工会からの紹介　　③　各団体の広報誌から

    ④　商社・ディーラーからの紹介　　⑤　当センターのホームページから　　⑥　その他（　　　　）

















































1.鉱業        ( 　  　　)


2.建設業      ( 　 　　 )


3.製造業      ( 　　　  )


4.運輸・通信業(　　　　 )


5.卸売・小売業(　　　　 )


6.サービス業  (　　　　 )


7.その他      (  　　　 )


 〔　 　　　　　　　 　〕


















